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女子 計食料品 .たばこ 74 ( 46) (
28) 56 130繊維 -175 (-88
) (-87) 28 -147木材 .木製品 .家具 -
86 (-67) (-19) 4 -82パルプ .紘 .紙加工品 -29 23 -6 5
-24出版 .印刷 78 ( 37) (
41) 14 92化学 -86 (-83) (-
3) - 2 -88窯業 .土石製品 -33 (-21) (-12 4
- 3 7鉄鋼 5 ( 1) ( 4)
5 10非鉄金属 -30 (-25) (
- 5) 3 -27金属製品 31 ( 7)
( 24) 22 53-一般機械 .武器 0 (-10) 10 9 9
電気機械 256 (131) (125)
60 316輸送機械 38 ( 28)
( 10) 7 45精密機械 23 ( ll) 2
7 30その他 50 ( 23) ( 27)
38 88合 計 116 (-33) (149) 252 36出所 :労働省 『就業構造基本調査』977年,82年から算出
表2 雇用者数の企業規模別変
化(77年から82
年の 5年間の増加数 単位 :千人)仕事が主な者
仕事が従な者 合計計 うち男子 女子 計
1-29人 154 ( 75) ( 79) 99 253
30-99人 -37 (-64) ( 27) 50 1
3100-299人 91 ( 22) ( 69) 39
130300-999人 95 ( 55) (
40) 16 1111000人以上 -83 (-47)
(-36) -13 -96会社の雇用者 小計
220 ( 41) (179) 191 411自営業等の雇用者 -10
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表4 外注依存度の変化
(81年の外注依存度マイナス76年の外注依存度 単位 :%)
30-99人 100-299人 300-999人 1000
人以上食料品 0.5 0.6 0
.6 ◆1.9出版 .印刷 3.0
1.6 0.8 7.7鉄鋼
2.6 2.9 0.5 3.2金属製品 1 02 34 24
一般機械 .武器 1.2 2.2 3.2
3.2電気機械 -0.3 -0.8
-0.4 5.7輸送機械 -1.3 -1.1 13 89
出所 :中｣､企業庁 ･通産省 『工業実
? ? ? ? ?』
976年,81年から算












◇ ◇◇◇ ◇ ◇◇ ◇o^
◇ ^^O〉 ◇〉V ◇◇
◇I-2 0 2 4
6 8 10(%)外注依存度変化表 5
77年の女子比率 (単位 :%)30-99人 100-299人 300-999人 100
0人以上食料品 50.7 47.9
39.8 35.2出版 .印刷 34.0
27.3 27.0 17.5鉄鋼 13.7
ll.1 7.8 6.4金属製品 23.2 214 193 159

































































































0 5 10 15 20 25 30 35
40 45 50 55 60(%)女子比率(197
7年)表6 77年の労働組合組織率 (単位 :
%)30-99人 100-299人 300
-999人 1000人以上食料品 6.
0 21.6 41.3 84.9出版 .印刷 13.5 423 662 777
鉄鋼 13.4 42.3 49.4 94
.8金属製品 8.0 31.3 61
.3 63.3一般機械 .武器 15.1 43.2 587 7
6.3電気機械 6.1 26.6 51.9
? ?? ?
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ??
?
所 :労働省 『就業構造基本調査』『労働組合基本調査』1977年から




































































































8182838485868788年+30-99人 0100-499人 × 500-
999人 △ 1000人以上代末から,従業員10
00人以上の大企業とその他との格差が広がっている
｡ 第二の帰結は,雇用の大企業での減少 ･停滞と,中小企業
での微増である｡『工業統計表』によれば,75年 従業員数を100として,従業員1000人以上の大企
(製造業全体)の88年の値は80,500-9
99人企業は99,100-499人企業は
110,30-99人企業は106である｡ こうした雇用数の変化によって
,労働組合が存在し木目対的
によい労働条件下にある大企業労働者はますます少数になっていく｡ 製造業の労働組合推定組織率は7
5年は41.1%であったが,
89年は30.9%に低下している
｡｢職務委譲説｣が強調すると
ころの,プログラミング作業も生
産労働者が行うような事例は,
｢実行と構想の分離｣というテー
ラー主義の原理に逆行する現象で
ある｡このように一部の工場内では
反テーラー主義的変化が認められるとしても
,工場を越えた,企業間分業の展開する空間では
非自動化単純作業工程の中小企業における集
積という形で,｢実行と構想の
分離｣がかなり急激に進行していると考えられ
る｡70年代後半以降の日本で進展した,工
場を越えた空間における ｢実行と構想の分離｣は
,製造業のパフォーマンスの点では現在のとこ
ろかなり成功している｡ トヨタ生産システムに
みられるような多くの下請管理のノウハウの蓄
積によって,｢分離｣した ｢構想と実行｣との統
